
国立大学法人東京学芸大学旅費細則の一部改正について 

 

改正理由：国立大学法人東京学芸大学旅費規則（平成16年規則第14号）の一部改正及び字句修正に伴い，所要の改正を行うものである。 

改         正 現         行 

 

〔省略〕 

 

（役職員以外の者に対する旅費） 

第２条 規則第４条第４項の規定により役職員以外の者に対して支給する旅費につ

いては，業務の内容，旅行依頼を受けた者の学識経験，社会的地位等を考慮し

て，当該者をこれと同等と認められる役職員相当の支給区分による旅費とする。 

２ 〔省略〕 

（旅行取消等の場合における旅費） 

第３条 規則第４条第５項の規定により支給することができる旅費の額は，次の各

号に規定する額とする。 

 (1) 鉄道賃，船賃，航空賃若しくは車賃として，又はホテル，旅館その他の宿泊

施設の利用を予約するため支払った金額で，所要の払戻し手続を取ったにもか

かわらず，払戻しを受けることができなかった額。ただし，その額は，その支

給を受ける者が，当該旅行について規則により支給を受けることができた鉄道

賃，船賃，航空賃，車賃，国内宿泊料又は外国宿泊料等（現地交通費含む）の

額をそれぞれ超えることができない。 

 (2)・(3) 〔省略〕 

 

〔省略〕 

 

（旅行命令簿等の様式） 

第６条 規則第５条第３項に規定する旅行命令簿等の様式は，別紙様式第１号によ

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔省略〕 

 

（役職員以外の者に対する旅費） 

第２条 規則第４条第４項の規定により役職員以外の者に対して支給する旅費につ

いては，用務の内容，旅行依頼を受けた者の学識経験，社会的地位等を考慮し

て，当該者をこれと同等と認められる役職員相当の支給区分による旅費とする。 

２ 〔省略〕 

（旅行取消等の場合における旅費） 

第３条 規則第４条第５項の規定により支給することができる旅費の額は，次の各

号に規定する額とする。 

 (1) 鉄道賃，船賃，航空賃若しくは車賃として，又はホテル，旅館その他の宿泊

施設の利用を予約するため支払った金額で，所要の払戻し手続を取ったにもか

かわらず，払戻しを受けることができなかった額。ただし，その額は，その支

給を受ける者が，当該旅行について規則により支給を受けることができた鉄道

賃，船賃，航空賃，車賃又は宿泊料の額をそれぞれ超えることができない。 

 

 (2)・(3) 〔省略〕 

 

〔省略〕 

 

（旅行命令簿等の様式） 

第６条 規則第５条第３項に規定する旅行命令簿等の様式は，別紙様式によるもの

とする。 

（路程の計算） 

第７条 内国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は，次の区分に従い，当該各号

に掲げるところにより行うものとする。 

(1) 鉄道 鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号）第 13 条に規定する鉄道運送事

業者の調に係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程 

(2) 水路 海上保安庁の調に係る距離表に掲げる路程 

(3) 陸路 地方公共団体の長その他当該路程の計算について信頼するに足る者に



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（旅行命令等の変更の申請） 

第７条 旅行者は，規則第６条第１項又は第２項の規定により旅行命令等の変更を

申請する場合には，その変更の必要を証明するに足る書類を提出しなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より証明された路程 

２ 前項第１号又は第２号の規定により路程を計算し難い場合には，当該各号の規

定にかかわらず，同項第３号の規定に準じて計算することができる。 

３ 第１項第３号の規定による陸路の路程を計算する場合には，その証明の基準と

なる点で，当該旅行の出発箇所又は目的箇所に最も近いものを起点とする。 

４ 陸路と鉄道，水路又は航空とにわたる旅行について陸路の路程を計算する場合

には，前項の規定にかかわらず，鉄道駅，波止場又は飛行場を起点とすることが

できる。 

５ 前２項の規定により陸路の路程を計算し難い場合には，同項の規定にかかわら

ず，地方公共団体の長の証明する元標その他当該陸路の路程の計算について信頼

するに足るものを起点として計算することができる。 

６ 外国旅行の旅費の計算上必要な路程の計算は，前５項の規定の趣旨に準じて行

うものとする。 

（旅行命令等の変更の申請） 

第８条 旅行者は，規則第６条第１項又は第２項の規定により旅行命令等の変更を

申請する場合には，その変更の必要を証明するに足る書類を提出しなければなら

ない。 

（旅費の請求書の様式等） 

第９条 規則第12条第１項に規定する所定の請求書（以下「旅費請求書」とい

う。）の様式の取扱いについては，別に定める。 

（鉄道賃等） 

第１０条 「鉄道賃」又は「船賃」とは，鉄道事業法第 16 条又は海上運送法（昭

和 24年法律第 187号）第８条（同法第 23条の２の規定により準用する場合を含

む。）の規定に基づいて，鉄道運送事業者，旅客定期航路事業者及び旅客不定期

航路事業者がそれぞれ国土交通大臣の認可又は同大臣への届出により定める運賃

又は料金をいう。 

２ 「特別車両料金」とは，鉄道事業法第 16 条の規定に基づいて，旅客鉄道株式

会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和 61 年法律第 88 号）第１条第

１項に規定する旅客会社及び旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関す

る法律の一部を改正する法律（平成 13 年法律第 61 号）附則第２条第１項に規定

する新会社（以下「旅客会社等」という。）が定めた特別車両の料金をいい，旅

客会社等所有の特別車両が旅客会社等以外の鉄道運送事業者の線路に運行される

場合に，当該鉄道運送事業者が鉄道事業法第 16 条の規定に基づいて国土交通大

臣への届出により定める当該特別車両の料金を含むものとする。 

３ 急行料金は，一の急行券の有効区間ごとに計算するものとする。この場合にお

いて，普通急行列車を運行する路線による旅行で普通急行列車の客車の全席が座

席指定となっている場合には，普通急行料金と座席指定料金の合計額を急行料金



 

 

 

 

 

 

 

 

(航空賃) 

第８条 規則第 15 条及び第 26 条に規定する航空賃については，当該旅行における

業務の内容及び日程並びに当該旅行に係る旅費総額を勘案して，旅行命令権者が

最も経済的な一般に通常利用する経路及び方法によるものと認める場合に支給で

きるものとする。 

２  〔省略〕 

（車賃） 

第９条 規則第 16 条及び第 27 条に規定する「路線バス以外の自動車等を業務上の

必要により利用したと旅行命令権者が認める場合」とは，次の各号に定める場合

とする。 

 (1)・(2) 〔省略〕 

（旅費の調整） 

第１０条 規則第 34条の規定による旅費の調整の基準は，次の各号に掲げるとおり

とする。 

 (1) 国立大学法人東京学芸大学（以下「本学」という。）の経費以外の経費から

旅費が支給される場合には，正規の旅費（規則に規定する旅費で，規則第 34条

の規定による調整を行う以前の旅費をいう。以下同じ。）のうち本学の経費以

外の経費から支給される旅費に相当する旅費は支給しないものとする。 

 (2) 旅行者が公用の交通機関，宿泊施設，食堂施設等を利用する場合，その他正

規の旅費に満たない額で旅行することができる場合には，当該旅行の実状に応

じ，正規の旅費のうちの鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，国内宿泊料又は外国宿

泊料等（現地交通費含む）の額の全部又は一部を支給しないものとする。 

 (3) 旅行者が自宅等宿泊費のかからない施設等を利用する場合は，国内宿泊料及

び外国宿泊料等（現地交通費含む）は支給しないものとする。 

 

 

 

 

 

として支給するものとする。 

４ 特別車両料金を徴する客車を運行する路線における特別車両料金は，片道経路 

50 キロメートル以上旅行する場合で，かつ，旅行命令権者が特に必要と認めた場

合に限り，当該料金を支給することができる。 

５ 規則第 14 条第１項の座席指定料金は，一の座席指定券の有効区間ごとに計算

するものとする。 

６ 規則第 15 条第１項の座席指定料金には，船室の設備の利用料金は含まないも

のとする。 

(航空賃) 

第１１条 規則第 16 条に規定する航空賃については，当該旅行における業務の内

容及び日程並びに当該旅行に係る旅費総額を勘案して，旅行命令権者が最も経済

的な通常の経路及び方法によるものと認める場合に支給できるものとする。 

 

２  〔省略〕 

 （車賃） 

第１２条 規則第 17 条及び第 31 条に規定する「路線バス以外の自動車等を業務上

の必要により利用したと旅行命令権者が認める場合」とは，次の各号に定める場

合とする。 

 (1)・(2) 〔省略〕 

（旅費の調整） 

第１３条 規則第 38 条の規定による旅費の調整の基準は，次の各号に掲げるとお

りとする。 

 (1) 国立大学法人東京学芸大学（以下「本学」という。）の経費以外の経費から

旅費が支給される場合には，正規の旅費（規則に規定する旅費で，規則第 38

条の規定による調整を行う以前の旅費をいう。以下同じ。）のうち本学の経費

以外の経費から支給される旅費に相当する旅費は支給しないものとする。 

 (2) 旅行者が公用の交通機関，宿泊施設，食堂施設等を利用する場合，その他正

規の旅費に満たない額で旅行することができる場合には，当該旅行の実状に応

じ，正規の旅費のうちの鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，日当，宿泊料又は食卓

料の額の全部又は一部を支給しないものとする。 

 (3) 旅行者が宿泊費のかからない施設等を利用する場合には，宿泊料の額の２分

の１に相当する額を支給しないものとする。ただし，自宅を利用する場合に

は，宿泊料の全額を支給しないものとする。 

 (4) 鉄道旅行又は水路旅行の場合において，当該旅行の目的又は緩急の度合いに

より正規の旅費の鉄道賃又は船賃の額のうちの所定の旅客運賃，急行料金（特

別急行料金及び準急行料金を含む。），特別車両料金，座席指定料金又は特別

船室料金を支給する必要がない場合には，これを支給しないものとする。 



 (4) 旅行者が旅行中の業務上の疾病等により旅行先の医療施設等を利用して療養

したため，正規の旅費のうちの所定の国内宿泊料及び外国宿泊料等（現地交通

費含む）を支給する必要がない場合には，当該療養中の国内宿泊料及び外国宿

泊料等（現地交通費含む）の額の２分の１に相当する額を支給しないものとす

る。 

  

 

 

 (5) 通勤手当認定経路における交通費については，支給しないものとする。 

(6) 会議開催通知等により予め宿泊所が指定されている場合，又は附属学校にお

ける修学旅行等の宿泊行事において選択できる宿泊所が僅少であることから，

当該宿泊所に宿泊することがやむを得ないと旅行命令権者が認める場合であっ

て，当該宿泊所の国内宿泊料及び外国宿泊料等（現地交通費含む）が規則第 17

条に定める国内宿泊料及び第 28条に定める外国宿泊料等（現地交通費含む）の

定額を超える場合については，超える額に相当する額を支給することができ

る。 

(7) 用務先までの移動時間，業務の円滑な遂行に際して必要となる設備等，一定

の条件により宿泊所を検索した結果，規則第 17 条に定める国内宿泊料及び第

28 条に定める外国宿泊料等（現地交通費含む）の定額を超えることとなる宿泊

所を利用することが真にやむを得ないと旅行命令権者が認める場合に限り，規

則第 17 条及び第 28 条に定める国内宿泊料及び外国宿泊料等（現地交通費含

む）の定額の３倍を限度として，実費額を支給することができる。 

（旅費の支払方法の特例） 

第１１条 鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，宿泊費等（以下「乗車券等」という。）

について，旅行代理店等を利用して当該旅行のための乗車券等を取得した場合に

は，旅行者本人の請求によらず旅行代理店等の請求に基づき支払うことができる

ものとする。 

（端数の取扱い） 

第１２条 この細則の定めによって算出した旅費の額に円未満の端数を生じたとき

は，これを切り捨てるものとする。 

 （出張の報告） 

第１３条 旅費の支給を受けようとする者及び概算払に係る旅費の支給を受けた者

（本学の役職員に限る。）は，当該旅行を完了した後，やむを得ない事情のため

旅行命令権者の承認を得た場合を除き，旅行の完了した日の翌日から起算して２

週間以内に，当該旅行について別紙様式第２号により報告しなければならない。 

 

 

 (5) 旅行者が旅行中の公務疾病等により旅行先の医療施設等を利用して療養した

ため，正規の旅費のうちの所定の日当及び宿泊料を支給する必要がない場合に

は，当該療養中の日当及び宿泊料の額の２分の１に相当する額を支給しないも

のとする。 

 

 (6) 赴任に伴う実際の移転の路程が旧勤務地から新勤務地までの路程に満たない

場合には，その実際の路程に応じた規則別表第３の移転料の定額による額を支

給するものとする。 

 (7) 通勤手当認定経路における交通費については，支給しないものとする。 

(8) 会議開催通知等により予め宿泊所が指定されている場合，又は附属学校にお

ける修学旅行等の宿泊行事において選択できる宿泊所が僅少であることから，

当該宿泊所に宿泊することがやむを得ないと旅行命令権者が認める場合であっ

て，当該宿泊所の宿泊料が規則第 19 条及び第 32 条に定める宿泊料の定額を超

える場合については，超える額に相当する額を支給することができる。 

 

 

(9) 用務先までの移動時間，用務の円滑な遂行に際して必要となる設備等，一定

の条件により宿泊所を検索した結果，規則第 19 条及び第 32 条に定める宿泊料

の定額を超えることとなる宿泊所を利用することが真にやむを得ないと旅行命

令権者が認める場合に限り，規則第 19 条及び第 32 条に定める宿泊料の定額の

３倍を限度として，実費額を支給することができる。 

 

（旅費の支払方法の特例） 

第１４条 鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，宿泊費等（以下「乗車券等」という。）

について，旅行代理店等を利用して当該旅行のための乗車券等を取得した場合に

は，旅行者本人の請求によらず旅行代理店等の請求に基づき支払うことができる

ものとする。 

（端数の取扱い） 

第１５条 この細則の定めによって算出した旅費の額に円未満の端数を生じたとき

は，これを切り捨てるものとする。 

 （出張の報告） 

第１６条 旅費の支給を受けようとする者及び概算払に係る旅費の支給を受けた者

（本学の役職員に限る。）は，当該旅行を完了した後，やむを得ない事情のため

旅行命令権者の承認を得た場合を除き，旅行の完了した日の翌日から起算して２

週間以内に，当該旅行について別に定める出張報告書により報告しなければなら

ない。 

 



〔省略〕 

 

別紙様式第１号（第６条関係）「旅行命令簿等」 

別紙様式第２号（第１３条関係）「出張報告書」 〔別紙Ａ参照〕 

 

   附 則 

 この細則は，令和８年４月１日から施行する。 

 

〔省略〕 

 

別紙様式（第６条関係）「旅行命令簿等」 

 

 



別紙Ａ 

 

別紙様式第２号 

 

  年  月  日 

 

旅行命令権者 殿 

 

出 張 報 告 書 

 

所属部局               

職  名               

氏  名               

 

 

旅行  命令  依頼  のとおり、出張したので下記のとおり報告します。 

 

 

旅行期間  年  月  日 ～  年  月  日 

用  務 

 

 

 

 

用 務 先 

 

 

 

 

宿 泊 先  

・宿泊施設名（                   ） 

・住   所（                   ） 

・連 絡 先（                   ） 

□別紙領収書のとおり 

□旅費細則第１０条第６号及び第７号の規定に基づき、定額を超過したため

実費額を請求します。 

備  考 

 

 

 

 

 

 

 


